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１. 14年  3月期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)連結経営成績 (百万円未満切捨)

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 604,572 △ 18.3 △ 27,247 － △ 31,168 －

13年  3月期 740,250 10.5 28,314 105.1 22,240 208.4

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当

期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 △ 34,077 － △ 55.66 － △ 26.4 △ 4.5 △ 5.2

13年  3月期 8,944 680.3 14.61 14.52 6.1 3.0 3.0

(注)①持分法投資損益 14年  3月期          △ 182     百万円          13年  3月期          185     百万円

     ②期中平均株式数（連結）　14年  3月期     612,210,208  株　　　13年  3月期     612,219,728  株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 651,581 109,066 16.7 178.16

13年  3月期 732,483 148,844 20.3 243.12

(注)期末発行済株式数（連結）　14年  3月期     612,185,188  株　　　13年  3月期     612,221,016  株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

14年  3月期 16,927 △ 25,848 320 45,445

13年  3月期 62,405 △ 13,938 △ 63,557 52,885

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数     77  社   持分法適用非連結子会社数     0  社   持分法適用関連会社数     1  社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）     3  社  （除外）     5  社   持分法（新規）     0  社  （除外）　    0  社

２. 15年  3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 260,000 △ 13,500 △ 8,500

通　　期 640,000 0 0

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）         0  円   00  銭

※本資料における予想、見通し、計画等は、現時点における事業環境に基づくものであり、今後の事業環境の変化により
   実際の業績が異なる可能性があります。

-連1-



 －連2－ 

１．企業集団の状況１．企業集団の状況１．企業集団の状況１．企業集団の状況    

 

 当社企業グループにおける、当社（親会社）および関係会社の取引関係を図示すると、概ね 

次のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分 類 

（連結子会社数） 
主な連結子会社 

※１ 販売会社 

（３２社） 

㈱沖デバイス、沖テレコム㈱、Oki America, Inc.、Oki Data Americas, Inc.、 

Oki Europe Ltd.、Oki Systems (Deutschland) GmbH、 

Oki Electric Europe GmbH、Oki Electronics (Hong Kong) Ltd.、 

Oki Semiconductor Singapore Pte. Ltd. 等 

※２ 製造・販売会社 

（２５社） 

㈱沖データ、㈱沖電気ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑｽﾞ、沖ﾌﾟﾘﾝﾃｯﾄﾞｻｰｷｯﾄ㈱、 

長野沖電気㈱、静岡沖電気㈱、宮崎沖電気㈱、宮城沖電気㈱、 

㈱沖センサデバイス、沖マイクロ技研㈱、Oki Telecom, Inc.、 

Oki Data Manufacturing (Thailand) Co., Ltd.、Oki (Thailand) Co., Ltd. 等 

※３ ソフト、サービス

会社他 

（２０社） 

沖ウィンテック㈱、㈱沖電気カスタマアドテック、沖ソフトウェア㈱、 

沖通信システム㈱、㈱沖情報システムズ、㈱沖コムテック、 

㈱沖マイクロデザイン、㈱沖電気物流センター、沖エンジニアリング㈱、 

㈱オキアルファクリエイト 等 

（連結子会社数合計７７社） 
  上記の内、沖ウィンテック㈱（２００２年１月１日に沖電気工事㈱より商号変更）は 

東証第２部に上場しております。 

  上記の他、沖電線㈱が持分法適用関連会社となっております。

当    社 

顧   客 

販売会社  ※１ 

ソフト、サービス会社他  ※３ 製造・販売会社  ※２ 

販売 販売 販売 

販売 

ソフト、サービス 
の提供 

製品･部品 
の供給 

ソフト、サービス 
の提供 

販売 

販売 
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２．経営方針２．経営方針２．経営方針２．経営方針    
 

（１） 会社の経営の基本方針 

沖電気グループは、「ネットワークソリューションの沖電気」を企業ビジョンと定め、この企業ビジョンのもと、

グローバルな大競争の中で継続的な発展が図れるように、グループの強みを活かせる事業領域に常に経営

資源を結集し、スピードある行動をとることを経営の基本方針としております。グループをあげてグローバルな

ネットワーク社会（ｅ社会®）の発展に貢献すると同時に、収益と成長そしてスピードを重視した経営を行い、企

業価値を高めることにより全てのステークホルダー（株主・顧客・従業員など）のみなさまに貢献してまいりま

す。 

 

（２） 会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、内部留保を将来の成長に不可欠な研究開発や投資に充て、企業体質の一層の充実、強化を図り

つつ、株主のみなさまには収益に対応した安定的な配当を行うことを利益配分に関する基本方針としておりま

す。  

しかしながら、当期につきましては大幅な損失を計上したため、無配とさせていただきます。 

現在、昨年策定した中期経営計画「フェニックス２１飛翔」具体施策の前倒しや、緊急の追加施策を実行に移

しており、黒字転換および早期の復配を実現して株主のみなさまのご期待に応えるように、全社の総力を結

集して収益力の回復に取り組んでおります。 

 

（３） 中長期的な全社の経営戦略と対処すべき課題 

当社は、２００５年度を展望した中期計画である「フェニックス２１飛翔」を昨年策定して、優良成長企業へと

大幅な変革を図る為の成長戦略を描き、事業の選択と資源の集中を中心とした諸施策をスタート致しました。

しかしながら特に昨年後半での予測をはるかに超える事業環境の激変により、「フェニックス２１飛翔」の準備

の年と位置付けた２００１年度については多額の赤字を計上せざるを得ない状況となりました。この為、①商品

開発力強化と販売力の増強、②緊急策を含むコスト競争力強化、③経営マネジメント力の強化、の３つを柱と

する「フェニックス２１飛翔」追加施策の具体化を前倒しで実行に移し、今後の経営環境の激変にも柔軟に対

応可能な企業構造の構築に着手しております。 

具体的には、金融ソリューション、ブロードバンドＩＰネットワークおよびシステムＬＳＩ事業への注力、ネットワ

ークサービス事業の強化など、ネットワークソリューションの提供を軸に売上の伸長と収益性の確保を図り、あ

わせて中国市場展開の加速や各カンパニーでのインキュベーション機能強化などによって、商品開発力と販

売力の強化を一層推し進めます。また、パートナー会社の設立やアウトソーシングの加速を通じた固定費の

変動費化、海外生産の拡大、メガＥＭＳ会社とのアライアンスの強化による変動費低減の徹底的追求、ならび

に生産カンパニー自立の早期化などによって抜本的なコスト競争力の強化を推進します。加えて、迅速で軽

量な経営マネジメント力の強化を目指して、カンパニー機能の強化やベンチャーカンパニーの増強、若手プ

レジデントの積極的登用などを柱とする組織再編を本年４月１日付けにて行い、「ネットワーク型カンパニー経

営」体制を一層強固なものと致しました。 

これらの施策により経営の質の充実を促進し、収益力の一層の向上を図ります。２００５年度の成長目標を

売上高８,０００億円以上、収益目標を営業利益４８０億円以上、ＲＯＥ １２％以上としております。 

また、経営の効率性および透明性を高めるために「コーポレートガバナンスの強化」も図っております。具体

的には、昨年４月に経営諮問委員会および報酬委員会を設置し、昨年６月には社外取締役を任用いたしまし

た。 

さらに地球環境保全についても、環境に配慮した商品の提供など環境負荷の低減を一層推進してまいりま

す。 



 －連4－ 

３、経営成績及び財政状態３、経営成績及び財政状態３、経営成績及び財政状態３、経営成績及び財政状態    

    

（１） 経営成績 

① 当期の概況 

 当期における世界経済は、ＩＴ投資需要の減退等により総じて景気が後退する中で、９月には米国において

同時多発テロ事件が発生し、その影響により一段と景気が悪化するという厳しい状況でありました。 我が国

においても、当初は僅かながらも自律的景気回復に向かう兆しもあり、不況を脱して景気が上向くことが期待

されましたが、世界経済減速の影響による輸出、生産の減少および企業の業況判断悪化に伴う設備投資の

減少ならびに雇用不安等から生じた個人消費の伸び悩みなどが続く中、デフレ懸念が現実化するなど景気

回復のきっかけをつかめないまま１年間が推移しました。当社の事業領域におきましては、パソコンや携帯電

話の需要減退を背景とした世界的な半導体市場の低迷、日本および北米の通信市場における投資需要の

著しい減退など、予想をはるかに越える厳しい市場環境でありました。こうした市場環境の中で、中期経営計

画「フェニックス２１飛翔」を策定し、当期を「成長優良企業」への変革に向けた「準備の年」と位置付けました

が、予想を越える厳しい市場環境に、一時的な収益悪化を余儀なくされました。 

 

[連結業績] 

 厳しい市場環境を反映しまして、売上高につきましては、通信および電子デバイスを中心に前期比１８.３％

減の６,０４５億円となりました。 損益につきましては、売上高の減少および半導体価格の下落により、営業損

益は前期２８３億円の利益に対して２７２億円の損失、経常損益は前期２２２億円の利益に対して３１１億円の

損失となりました。 投資有価証券の売却により１２０億円の特別利益を計上しましたが、株式市場の価格下落

による投資有価証券等評価損、事業構造の変化に対応した棚卸資産評価損および事業再編損などを特別

損失として３７９億円計上しました。 

事業構造改革の一環として人材の流動化・スリム化などを推進し、事業再編損として計上しました。 当期

損益につきましては前期８９億円の利益に対して３４０億円の損失となりました。 

 

事業セグメント別の状況は、次のとおりです。 

（情報） 

企業のＩＴ設備投資の減少および官公市場の競争激化に伴う価格下落がありましたが、プリンタが堅調に推

移し、外部顧客向売上高につきましては、前期比４.２％減の３,３７７億円でしたが、営業利益につきましては、

円安によるプリンタの採算性向上があり、前期比９６.６％増の２９億円となりました。 

 

（通信） 

ＡＤＳＬ導入によるＩＳＤＮ用交換機の需要減退や、米国通信市場の過剰投資による投資需要減退により、

外部顧客向売上高につきましては、前期比２７.８％減の１,１７９億円となりました。営業損益につきましては、

前期７２億円の利益に対して９３億円の損失となりました。 

 

（電子デバイス） 

 半導体市場は常態を超える需要減少と価格下落に見舞われ、米国通信市場の投資需要減退により通信用

光部品も打撃を受けました。外部顧客向売上高につきましては、前期比３７.６％減の１,１３６億円となり、営業

損益につきましては、前期２９８億円の利益に対して１１８億円の損失となりました。 
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[単独業績] 

 連結業績と同様の状況ですが、売上高につきましては、前期比２４.３％減の４,０４３億円となりました。 損益

につきましては、営業損益は前期２３５億円の利益に対して３４３億円の損失となり、経常損益は前期１７９億円

の利益に対して３６９億円の損失となりました。投資有価証券の売却により１２０億円の特別利益を計上しまし

たが、株式市場の価格下落による投資有価証券等評価損、事業構造の変化に対応した棚卸資産評価損お

よび特別退職金などを特別損失として４９５億円計上し、当期損益につきましては前期１１８億円の利益に対し

て４３０億円の損失となりました。 

 

② 次期の見通し 

 次期の我が国経済は、設備投資の大幅減少や厳しさを増す雇用情勢など景気は依然として厳しい状況に

あるものの、輸出や生産に下げ止まりの兆しがみられます。 当社の事業領域におきましては、世界的なＩＴ関

連の在庫調整の進展および米国景気の底固めの動きがみられ、電子デバイスを中心に回復していくことが予

想されます。 

 当社は、２００２年度を「フェニックス２１飛翔」の「助走の年」と位置付け、予想をはるかに越えた急激な減少と

なった当期並みの売上高でも利益の出る構造の再構築をし、次に示すとおりの見通しをたてております。 

 

 

次期業績見通し                     【金額単位：億円】 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

連 結 ６,４００ ８０ ０ ０ 

単 独 ４,２５０ ２０ △３５ △３０ 

 

 

（２）財政状態 

 

当期においては、運転資金は改善したものの、主に売上の大幅減少に伴う利益の減少によって、営業活

動によるキャッシュ・フローは前期に比べ４５４億円（△７２.９％）悪化し１６９億円となりました。一方、投資活動

のキャッシュ・フローでは、設備投資を抑制し、保有有価証券を一部売却いたしましたが、△２５８億円となり、

結果として、フリー・キャッシュ・フロー（営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フロー

の合計）は△８９億円となりました。財務活動としては、有利子負債の増加は抑制し、ほぼ前期末並みの 

３,５５８億円にとどめました。その結果、フリー・キャッシュ・フローの△８９億円は主に手元資金の取崩しで賄い、

現金及び現金同等物は、前期末に比べ７４億円（△１４.１％）減少し、４５４億円となりました。 
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連 結 損 益 計 算 書 
                                                                            （単位：百万円） 

期      別 

 

科      目 

 

( 
当      期 

自  平成１３年４月 

至  平成１４年３月 

 

)
 

( 
前      期 

自  平成１２年４月 

至  平成１３年３月 

 

) 比 較 増 減 

  
売 上 高 
売 上 原 価 

売 上 総 利 益 
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 

営 業 利 益 

 
６０４，５７２ 
４９０，２５７ 
１１４，３１４ 
１４１，５６２ 

△   ２７，２４７ 

 
７４０，２５０ 
５６３，３６８ 
１７６，８８２ 
１４８，５６７ 
２８，３１４ 

 
△ １３５，６７８ 
△   ７３，１１１ 
△   ６２，５６８ 
△     ７，００５ 
△   ５５，５６１ 

営 業 外 収 益 
受 取 利 息 
受 取 配 当 金 
為 替 差 益 
そ の 他 

 
４５５ 
８０４ 

２，２０５ 
２，５６９ 

 
１，０１１ 
１，８００ 
１，８８１ 
２，２５０ 

 
△         ５５６ 
△         ９９６ 

 ３２４ 
３１９ 

計 ６，０３５ ６，９４４ △         ９０９ 

営 業 外 費 用 
支 払 利 息 
そ の 他 

 
８，１０２ 
１，８５３ 

 
１０，４２６ 
２，５９１ 

 
△     ２，３２４ 
△         ７３８ 

計 ９，９５６ １３，０１８ △     ３，０６２ 

経 常 利 益 △   ３１，１６８ ２２，２４０ △   ５３，４０８ 

特 別 利 益 
固 定 資 産 売 却 益 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 

 
－ 

１２，０７９ 

 
９６５ 

４，８７９ 

 
△         ９６５ 

７，２００ 

計 １２，０７９ ５，８４５ ６，２３４ 

特 別 損 失 
固 定 資 産 処 分 損 
投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 

 
２，１７２ 
１８，１４８ 

 
１，５６３ 
３，０４１ 

 
６０９ 

１５，１０７ 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 
た な 卸 資 産 評 価 損 

１，６６４ 
８，３７２ 

－ 
－ 

１，６６４ 
８，３７２ 

退 職 給 付 会 計 基 準 
変 更 時 差 異 償 却 額 

－ ３，２１４ △     ３，２１４ 

事 業 再 編 損 ７，６２５ １，７７４ ５，８５１ 

計 ３７，９８３ ９，５９４ ２８，３８９ 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 △   ５７，０７３ １８，４９１ △   ７５，５６４ 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 １，９６５ ３，４６６ △     １，５０１ 
法 人 税 等 調 整 額 △   ２５，１７９ ６，７６２ △   ３１，９４１ 
少 数 株 主 利 益 ２１８ △        ６８１ ８９９ 

当 期 純 利 益 △   ３４，０７７ ８，９４４ △   ４３，０２１ 

 

 



 －連7－ 

連 結 剰 余 金 計 算 書 
                                                                               （単位：百万円） 

期      別 

 

科      目 

 

( 
当      期 

自  平成１３年４月 

至  平成１４年３月 

 

)
 

( 
前      期 

自  平成１２年４月 

至  平成１３年３月 

 

) 比 較 増 減 

    

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 １２，２３１ ３，５５１ ８，６８０ 

連 結 剰 余 金 増 加 高 － ８７ △          ８７ 
連結子会社と非連結子会社との 
合 併 に よ る 剰 余 金 増 加 高 － ８７ △          ８７ 

連 結 剰 余 金 減 少 高 ３，３３５ ３５１ ２，９８４ 

連結子会社の増加に伴う減少高 ２７４ ３５１ △          ７７ 

配 当 金 ３，０６１ － ３，０６１ 

当 期 純 利 益 △  ３４，０７７ ８，９４４ △  ４３，０２１ 

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 △  ２５，１８０ １２，２３１ △  ３７，４１１ 

 



 －連8－ 

連 結 貸 借 対 照 表 
（１）資産の部                                                               （単位：百万円） 

                 期    別 
科    目 

当 期 
（平成１４年３月） 

前 期 
（平成１３年３月） 

 
比 較 増 減 

（資産の部） 
流  動  資  産 

現 金 及 び 預 金 
受取手形及び売掛金 
有 価 証 券 
た な 卸 資 産 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 
合 計 

固  定  資  産 
  有形固定資産 

建 物 及 び 構 築 物 
機械装置及び運搬具 
工 具 器 具 備 品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 
小 計 

  無形固定資産 
  投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 
長 期 貸 付 金 
長 期 繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 
小 計 
合 計 

 

 
 

４２，４５５ 
１４６，７７７ 
１，０３９ 

１４８，２１２ 
８，８６６ 
２４，５９０ 

△     ２，５５９ 
３６９，３８３ 

 
 

５５，２７７ 
６０，２３１ 
２７，４０６ 
２０，５８７ 

３４１ 
１６３，８４４ 
２２，７７７ 

 
４５，８８６ 
１，１３７ 
２６，９２５ 
２５，００２ 

△     ３，３７５ 
９５，５７６ 
２８２，１９８ 

 

 
 

５２，９３４ 
１８９，４４６ 
３，８４２ 

１５５，９６３ 
９，７８７ 
２２，８６４ 

△     １，５９７ 
４３３，２４０ 

 
 

５８，１９９ 
６６，０４０ 
３１，２８９ 
２０，７７０ 

４３２ 
１７６，７３１ 
２５，８５９ 

 
７０，１００ 
１，２６６ 
３，７５３ 
２４，３３２ 

△     ２，８０２ 
９６，６５１ 
２９９，２４２ 

 

 
 

△    １０，４７９ 
△    ４２，６６９ 
△      ２，８０３ 
△      ７，７５１ 
△          ９２１ 

１，７２６ 
△          ９６２ 
△    ６３，８５７ 

 
 

△      ２，９２２ 
△      ５，８０９ 
△      ３，８８３ 
△          １８３ 
△            ９１ 
△    １２，８８７ 
△      ３，０８２ 

 
△    ２４，２１４ 
△          １２９ 

２３，１７２ 
６７０ 

△          ５７３ 
△      １，０７５ 
△    １７，０４４ 

 
資 産 合 計 ６５１，５８１ ７３２，４８３ △    ８０，９０２ 

 



 －連9－ 

（２）負債・少数株主持分・資本の部                                            （単位：百万円） 

                期     別  
科     目 

当 期 
（平成１４年３月） 

前 期 
（平成１３年３月） 

 
比 較 増 減 

（負債の部） 
流  動  負  債 

支払手形及び買掛金 
短 期 借 入 金 
1年内に償還予定の社債 
未 払 法 人 税 等 
未 払 費 用 
そ の 他 
合 計 

 
固  定  負  債 

社 債 
長 期 借 入 金 
退 職 給 付 引 当 金 
長 期 繰 延 税 金 負 債 
そ の 他 
合 計 

 
負  債  合  計 
 

 
 

８０，２１８ 
１３４，３４６ 
２２，５００ 

９４４ 
３９，９８１ 
２７，８８６ 
３０５，８７７ 

 
 

９４，５７７ 
１０４，３７８ 
２４，７１９ 

－ 
７，６４７ 

２３１，３２２ 
 

５３７，２００ 

 
 

１０７，３０３ 
１３７，３８９ 
２２，４４３ 
２，７１４ 
４７，３３１ 
３４，３９７ 
３５１，５７８ 

 
 

１１９，１８８ 
７７，６５３ 
２４，５１７ 
４，４０７ 
９１２ 

２２６，６７８ 
 

５７８，２５６ 

 
 

△    ２７，０８５ 
△      ３，０４３ 

５７ 
 △      １，７７０ 
△      ７，３５０ 
△      ６，５１１ 
△    ４５，７０１ 

 
 

△    ２４，６１１ 
２６，７２５ 

２０２ 
△      ４，４０７ 

６，７３５ 
４，６４４ 

 
△    ４１，０５６ 

（少数株主持分） 
少 数 株 主 持 分 

 
５，３１４ 

 
５，３８１ 

 
△            ６７ 

（資本の部） 
資     本     金 
資  本  準  備  金 
連  結  剰  余  金 
その他有価証券評価差額金 
為 替 換 算 調 整 勘 定 
自 己 株 式 
資  本  合  計 
 

 
６７，８６２ 
７１，１５０ 

△   ２５，１８０ 
２，２６５ 

△     ７，０１６ 
△           １４ 
１０９，０６６ 

 
６７，８６２ 
７１，１５０ 
１２，２３１ 
  ４，３６７ 

△     ６，７６７ 
－ 

１４８，８４４ 

 
－ 
－ 

△    ３７，４１１ 
△      ２，１０２ 
△          ２４９ 
△            １４ 
△    ３９，７７８ 

負債、少数株主持分及び資本合計 ６５１，５８１ ７３２，４８３ △    ８０，９０２ 

 

（注）有形固定資産減価償却累計額 

            当    期（平成１４年３月）･･･ ５４３，８８４ 百万円 

            前    期（平成１３年３月）･･･ ５３４，５２８ 百万円 

 

 

        



 －連10－ 

連結キャッシュ･フロー計算書 
（単位：百万円） 

期  別 
 

科  目 

 

(
当    期 

自 平成13年4月 

至 平成14年3月 

 

)
 

(
前  期 

自 平成12月4月 

至 平成13年3月 

 

) 比 較 増 減 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー    
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 △  57,073 18,491 △  75,564 
減 価 償 却 費 48,053 49,251 △   1,198 
引 当 金 の 増 加 額 1,662 7,361 △   5,699 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △   1,259 △   2,812 1,553 
支 払 利 息 8,102 10,426 △   2,324 
投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 18,148 3,041 15,107 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 △   12,079 △   4,687 △   7,392 
た な 卸 資 産 評 価 損 8,372 － 8,372 
売上債権の減少額 (△増加額 ) 44,811 △  20,280 65,091 
たな卸資産の減少額(△増加額) 8,696 △   8,889 17,585 

仕入債務の増加額 (△減少額 ) △   28,609 14,621 △  43,230 

未 払 費 用 の 減 少 額 △    7,589 △      93 △   7,496 
そ の 他 △    3,955 5,278 △   9,233 
  小    計 27,280 71,709 △  44,429 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 1,307 2,708 △   1,401 
利 息 の 支 払 額 △   8,254 △  10,697 2,443 
法 人 税 等 の 支 払 額 △   3,406 △   1,315 △   2,091 

営業活動によるキャッシュ･フロー 16,927 62,405 △  45,478 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー    

定 期 預 金 の 純 減 少 額 199 4,993 △   4,794 
有 価 証 券 の 純 減 少 額 2,510 15,525 △  13,015 
有形固定資産の取得による支出 △  32,583 △  40,865 8,282 
無形固定資産の取得による支出 △   8,343 △   4,872 △   3,471 
投資有価証券の取得による支出 △   2,823 △   2,452 △     371 
投資有価証券の売却による収入 18,086 8,780 9,306 
そ の 他 △   2,895 4,952 △   7,847 

投資活動によるキャッシュ･フロー 
 
  （Ⅰ＋Ⅱ  フリーキャッシュ・フロー） 

△  25,848 
 

( △   8,921) 

△  13,938 
 

(     48,467) 

△  11,910 
 

( △  57,388) 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー 
 

   

短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △  10,436 △   8,110 △   2,326 
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 53,864 6,348 47,516 
長 期借入金の返済による支出 △  20,479 △  24,736 4,257 
社債の償還・買入消却等による支出 △  24,519 △  37,018 12,499 
配 当 金 の 支 払 額 △   3,053 － △   3,053 
そ の 他 4,944 △      39 4,983 

財務活動によるキャッシュ･フロー 
 

320 △  63,557 63,877 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 590 497 93 
Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △   8,010 △  14,592 6,582 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 52,885 66,776 △  13,891 
Ⅶ 連結子会社の増加に伴う現金及び現金同等物の増加額 569 702 △     133 
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 45,445 52,885 △   7,440 

 



 －連11－ 

セ グ メ ン ト 情 報 
 
１． 事業の種類別セグメント情報 
当期（自 平成１３年４月  至 平成１４年３月）                                     （単位：百万円) 
 情  報 通  信 電子ﾃﾞﾊﾞｲｽ その他 計 消去又は全社 連  結 
Ⅰ売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1)外部顧客に対する売上高 337,752 117,972 113,642 35,204 604,572 － 604,572 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 13,058 4,246 11,240 34,277 62,822 ( 62,822) － 

計 350,811 122,218 124,882 69,481 667,395 ( 62,822) 604,572 

営業費用 347,891 131,585 136,741 68,708 684,926 ( 53,106) 631,819 

  営業利益 2,919 △ 9,366 △11,858 773 △17,531 (  9,715) △27,247 
Ⅱ資産、減価償却費及び 
資本的支出 

       

資産 218,720 100,758 156,355 49,507 525,341 126,240  651,581 
減価償却費 15,019 5,439 23,371 1,597 45,426 2,625  48,052 
資本的支出 11,866 3,729 20,486 746 36,830 2,500  39,330 

 
前期（自 平成１２年４月  至 平成１３年３月）                                      （単位：百万円) 
 情  報 通  信 電子ﾃﾞﾊﾞｲｽ その他 計 消去又は全社 連  結 
Ⅰ売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1)外部顧客に対する売上高 352,418 163,330 181,978 42,523 740,250 － 740,250 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 15,073 6,547 17,328 37,037 75,987 ( 75,987) － 

計 367,492 169,877 199,306 79,561 816,237 ( 75,987) 740,250 

営業費用 366,007 162,676 169,420 78,314 776,419 ( 64,483) 711,935 

  営業利益 1,485 7,200 29,886 1,246 39,818 ( 11,503) 28,314 
Ⅱ資産、減価償却費及び 
資本的支出 

       

資産 246,044 121,378 167,665 53,921 589,010 143,472  732,483 
減価償却費 16,080 6,142 22,972 1,386 46,582 2,668  49,251 
資本的支出 14,066 3,881 30,040 2,435 50,424 1,296  51,720 

 
 
２． 所在地別セグメント情報 
当期（自 平成１３年４月  至 平成１４年３月）                                     （単位：百万円） 

 日  本 北  米 その他の地域 計 消去 連  結 

Ⅰ売上高及び営業損益       
売 上 高       
(1)外部顧客に対する売上高 460,607 66,751 77,213 604,572 － 604,572 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 86,022 916 66,739 153,678 ( 153,678) － 

計 546,629 67,667 143,953 758,250 ( 153,678) 604,572 

営業費用 574,989 68,401 142,900 786,290 ( 154,470) 631,819 

  営業利益 △ 28,359 △    733 1,052 △ 28,039 792  △ 27,247 
Ⅱ資   産 672,625 34,414 69,071 776,112 ( 124,530) 651,581 
 



 －連12－ 

 
前期（自 平成１２年４月  至 平成１３年３月）                                      （単位：百万円） 
 日  本 北  米 その他の地域 計 消去 連  結 

Ⅰ売上高及び営業損益       
売 上 高       
(1)外部顧客に対する売上高 576,473 84,788 78,989 740,250 － 740,250 
(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 102,461 265 58,898 161,625 ( 161,625) － 

計 678,935 85,053 137,887 901,875 ( 161,625) 740,250 

営業費用 652,481 85,165 135,499 873,145 ( 161,209) 711,935 

  営業利益 26,453 △    111 2,388 28,730 (     415) 28,314 
Ⅱ資   産 752,473 44,586 73,827 870,887 ( 138,404) 732,483 
 
 
３． 海外売上高 
当期（自 平成１３年４月  至 平成１４年３月）                                     （単位：百万円） 

  北        米 その他の地域 計 
Ⅰ 海 外 売 上 高 ６９，４１５ ９４，１０７ １６３，５２３ 
Ⅱ 連 結 売 上 高   ６０４，５７２ 
Ⅲ 連 結 売 上 高 に 占 め る 
海 外 売 上 高 の 割 合 

％ 
１１．５ 

％ 
１５．６ 

％ 
２７．０ 

     
前期（自 平成１２年４月  至 平成１３年３月）                                      （単位：百万円） 
  北        米 その他の地域 計 
Ⅰ 海 外 売 上 高 ８５，６６５ ９９，０３９ １８４，７０４ 
Ⅱ 連 結 売 上 高   ７４０，２５０ 
Ⅲ 連 結 売 上 高 に 占 め る 
海 外 売 上 高 の 割 合 

％ 
１１．６ 

％ 
１３．４ 

％ 
２５．０ 

 



 －連13－ 

有 価 証 券 関 係 

 
１． 売買目的有価証券 
当  期（平成１４年３月） 
前  期（平成１３年３月） 
 
  該当事項はない。 
 
２． 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

                               （単位：百万円） 
 当 期 

（ 平 成 １ ４ 年 ３ 月 ） 
前 期 
（ 平 成 １ ３ 年 ３ 月 ） 

種 類 連結貸借対 
照表計上額 

 
時   価 

 
差 額 

連結貸借対 
照表計上額 

 
時   価 

 
差 額 

(時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの) 

      

非 上 場 外 国 債 券 － － － 500 500 － 

 小 計 － － － 500 500 － 
(時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの) 

      

非 上 場 外 国 債 券 1,130 1,069 △     60 4,680 4,679 △     1 

 小 計 1,130 1,069 △     60 4,680 4,679 △     1 

合 計 1,130 1,069 △     60 5,180 5,179 － 
 
３．その他の有価証券で時価のあるもの 

                               （単位：百万円） 
 当 期 

（ 平 成 １ ４ 年 ３ 月 ） 
前 期 
（ 平 成 １ ３ 年 ３ 月 ） 

種 類  
取 得 原 価 

連結貸借対 
照表計上額 

 
差 額 

 
取 得 原 価 

連結貸借対 
照表計上額 

 
差 額 

(連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの) 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

株 式 
債 券 
そ の 他 

4,967 
－ 
316 

11,122 
－ 
317 

6,154 
－ 
1 

9,382 
151 
314 

25,979 
151 
316 

16,596 
－ 
1 

小 計 5,283 11,439 6,155 9,848 26,448 16,599 
(連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの) 

 
 

 
 

 
 

   

株 式 
債 券 
そ の 他 

16,849 
39 
100 

14,518 
39 
97 

△  2,330 
－ 

△      2 

31,496 
178 
－ 

22,203 
177 
－ 

△  9,292 
－ 
－ 

小 計 16,988 14,655 △  2,333 31,674 22,381 △  9,293 
合 計 22,272 26,095 3,822 41,522 48,829 7,306 

(注) 時価のある株式について、当期16,770百万円、前期2,462百万円の減損処理を行なっている。 
 
４． 期中に売却したその他有価証券 

                               （単位：百万円） 
当 期 

（自 平成13年４月 至 平成１4年３月） 
前 期 

（自 平成12年４月 至 平成１3年３月） 
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

15,797 12,079 1 6,593 4,877 60 
 
 
 



 －連14－ 

 
５．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

                               （単位：百万円） 
 当 期 

（平成１４年３月） 
前 期 
（平成１３年３月） 

種類 連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

(その他有価証券) 
中期国債ファンド 
マネー・マネージメント・ファンド 
非上場株式 
公社債投資信託受益証券 

 
100 
900 

10,838 
－ 

 
141 
－ 

11,126 
20 

 
６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

                               （単位：百万円） 
 当 期 

（ 平 成 １ ４ 年 ３ 月 ） 
前 期 
（ 平 成 １ ３ 年 ３ 月 ） 

種 類 １ 年以内 １年超５年以内 ５ 年 超 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５ 年 超 
(満期保有目的の債券)       
非 上 場 外 国 債 券 － 630 500 3,501 1,680 － 
小 計 － 630 500 3,501 1,680 － 
(その他有価証券のう
ち満期があるもの) 

      

社 債 39 － － 178 150 － 
そ の 他 － － 100 －  － － 
小 計 39 － 100 178 150 － 
合 計 39 630 600 3,679 1,830 － 

 
 
 

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 関 係 
 
当    期（平成１４年３月） 
前    期（平成１３年３月） 
 
  ヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。 



 －連15－ 

退 職 給 付 関 係 
  

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時

金制度を設けている。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。 

なお、一部の海外連結子会社でも確定給付型及び確定拠出型の退職金制度を設けている。 

 当社が加入している沖電気工業厚生年金基金は昭和62年４月１日に連合形態に移行しており、連結子会社の

うち35社が加入している。 

 また、連結子会社のうち５社については適格退職年金制度を採用している。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

（単位：百万円） 

 当     期 
(平成14年３月) 

前     期 
(平成13年３月) 

退職給付引当金 23,876 23,687 

  
当     期 

（平成14年３月） 
 
 

前     期 
（平成13年３月） 

(注)１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載し
ている。 

  ２．平成12年３月の厚生年金保険法の改正に
伴い、当連結会計年度において提出会社
及び連結子会社の厚生年金基金の代行部
分に係る支給開始年齢の引き上げについ
ての規約改正を行ったことにより、過去
勤務債務(債務の減額)が発生している。 

    ３．連結貸借対照表には、役員退職慰労引当
金843百万円を含めて表示している。 

  ４．一部の子会社は、退職給付債務の算定に
あたり、簡便法を採用している。 

 

 (注)１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載し
ている。 

  ２．連結貸借対照表には、役員退職慰労引当
金829百万円を含めて表示している。 

    ３．一部の子会社は、退職給付債務の算定に
あたり、簡便法を採用している。 

 

 

３． 退職給付費用に関する事項 

（単位：百万円） 

 当     期 
自平成13年４月 
至平成14年３月 

前     期 
自平成12年４月 
至平成13年３月 

退職給付費用 20,860 21,739 

 
当     期 

（平成14年３月） 
 
 

前     期 
（平成13年３月） 

(注)１．上記退職給付費用以外に、割増退職金
6,012百万円を支払っている。 

  ２．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控
除している。 

 

 (注)１．上記退職給付費用以外に、割増退職金
1,705百万円を支払っている。 

  ２．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控
除している。 

 

 

 

 



 －連16－ 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当     期 
自平成13年４月 
至平成14年３月 

前     期 
自平成12年４月 
至平成13年３月 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 
 

期間定額基準 同 左 

ロ.割引率 
 

2.8％ 3.5％ 

ハ.期待運用収益率 
 

4.0％ 4.0％ 

ニ.過去勤務債務の額の処理年数 
 
 
 

14年(発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数
による定額法による。) 

― 
 
 

ホ.数理計算上の差異の処理年数 
 
 
 
 
 

14年(発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数
による定額法により、翌連結会
計年度から費用処理すること
としている。) 
 

同 左 

ヘ.会計基準変更時差異の処理年数 
 
 
 

適用初年度に一括費用処理を
している連結子会社を除き、15
年である。 

同 左 

 



－ 補足 1 － 

２００１年度  連結決算短信 補足説明資料 
2002 年 4 月 26 日 

沖電気工業株式会社 
Ｐ／ＬＰ／ＬＰ／ＬＰ／Ｌ      単位：億円（表示単位未満切捨） 

 ００年通期 ０１年通期 ０２年通期(見込) ０２年中間(見込) 
   対前年比 

(%)  対前年比 
(%)  対前年 

同期比(%) 

売 上 高 7,402 6,045 △ 18.3 6,400 5.9 2,600 △ 10.3 

営 業 利 益 283 △  272 － 80 － △   95 － 

経 常 利 益 222 △  311 － 0 － △  135 － 

税 引 前 利 益 184 △  570 － 0 － △  150 － 

当 期 利 益 89 △  340 － 0  － △   85  － 

 

 

セグメント別営業損益セグメント別営業損益セグメント別営業損益セグメント別営業損益        
 ００年通期 ０１年通期 ０２年通期(見込) 
   対前年比 

(%) 

※０１年通期 
(組替後)  対前年比 

(%) 

情 報 14 29 96.6 31 120 285.9 

通 信 72 △   93 － △   95 20 － 

電子デバイス 298 △  118 － △  118 40 － 

そ の 他 12 7 △ 38.0 7 20 163.2 

全 社 ・ 消 去 △  115 △   97 － △   97 △  120 － 

合 計 283 △  272 － △  272 80 － 

※０１年通期(組替後)･･･０２年度のセグメント区分変更により、０１年度の数値を組替えた。 
 
＜参考＞＜参考＞＜参考＞＜参考＞        
    セグメント別売上高セグメント別売上高セグメント別売上高セグメント別売上高    セグメント別営業利益セグメント別営業利益セグメント別営業利益セグメント別営業利益    

 ※０１年中間 ０２年中間(見込) ０２年中間(見込) 
 (組替後)  対前年 

同期比(%) 

※０１年中間 
(組替後)  対前年 

同期比(%) 

情 報 1,539 1,400 △  9.0 22 15 △ 33.3 

通 信 520 450 △ 13.5 △   18 △   30 － 

電子デバイス 664 580 △ 12.7 60 △   20 － 

そ の 他 177 170 △  4.0 △    2 0 － 

全 社 ・ 消 去    △   52 △   60 － 

合 計 2,900 2,600 △ 10.3 9 △   95 － 
※０１年中間(組替後)･･･０２年度のセグメント区分変更により、０１年中間の数値を組替えた。 
 

セグメント別売上高セグメント別売上高セグメント別売上高セグメント別売上高((((外部顧客向外部顧客向外部顧客向外部顧客向))))    
 ００年通期 ０１年通期 ０２年通期(見込) 
   対前年比 

(%) 

※０１年通期 
(組替後)  対前年比 

 (%) 

情 報 3,524 3,377 △  4.2 3,473 3,450 △  0.7 

通 信 1,633 1,179 △ 27.8 1,032 1,100 6.6 

電子デバイス 1,819 1,136 △ 37.6 1,136 1,300 14.4 

そ の 他 425 352 △ 17.2 404 550 35.9 

合 計 7,402 6,045 △ 18.3 6,045 6,400 5.9 

連結 



－ 補足 2 － 

 
 
キャッシュ・フローキャッシュ・フローキャッシュ・フローキャッシュ・フロー      単位：億円（表示単位未満切捨） 

 ００年通期 ０１年通期 ０２年通期(見込) ０２年中間(見込) 
   対前年比 

(%)  対前年比 
(%)  対前年 

同期比(%) 

営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 624 169 △ 72.9 580 242.6 110 － 

投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △  139 △  258 － △  380 － △  160 － 

財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △  635 3 － △  200 － 0 － 
現金及び現金同等物に係る
換算差額 

4 5 － 0 － 0 － 

現金及び現金同等物の 
増減額 

△  145 △   80 － 0 － △   50 － 

現金及び現金同等物の 
期末残高 

528 454 △ 14.1 454 0.0 404 35.9 

セグメント別設備投資セグメント別設備投資セグメント別設備投資セグメント別設備投資     

 ００年通期 ０１年通期 ０２年通期(見込) 
   対前年比 

(%)  対前年比 
(%) 

情 報 107 76 △  28.9 95 24.0 

通 信 33 27 △  18.0 25 △   8.1 

電 子デバイス 279 147 △  47.1 190 28.5 

そ の他・共通 34 25 △  24.5 20 △  22.4 

設 備投資合計 454 277 △  39.0 330 18.9 

減価償却費(有形固定資産) 390 375 △   3.7 370 △   1.6 

セグメント別研究開発投資セグメント別研究開発投資セグメント別研究開発投資セグメント別研究開発投資    

 ００年通期 ０１年通期 ０２年通期(見込) 
   対前年比 

(%)  対前年比 
(%) 

情 報 135 100 △  25.8 85 △  15.7 

通 信 66 34 △  48.8 30 △  12.4 

電 子デバイス 72 64 △  10.5 65 0.6 

そ の他・共通 23 26  10.5 25 △   3.9 

合 計 298 225 △  24.4 205 △   9.2 

為替レート為替レート為替レート為替レート((((単独単独単独単独)  ()  ()  ()  (円円円円))))   

 ００年通期 ０１年通期 ０２年通期(見込) 
期中平均レート 108 121 130 

期末人員期末人員期末人員期末人員 ( ( ( (人人人人))))    

 ００年通期 ０１年通期 
単 独 8,217 7,393 

国 内 計 20,182 18,501 

海 外 計 5,444 5,096 

合 計 25,626 23,597 

(内：新規連結子会社  112) 

(除：新規連結子会社  23,485) 

 

連結 
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